特定調停申立書
令和　　年　　月　　日
○○簡易裁判所　御中
　　　（当事者の住所・名称）
　　　（代理人の住所・名称）
　　　（相手方債権者の住所・名称）
申立ての趣旨
　　申立人の債務額を確定した上，その支払方法の協定を求める。
　　本件については，特定調停手続により調停を行うことを求める。
紛争の要点
１　申立人の概況

(1) 特定債務者に該当すること
　　申立人は，令和●年●月●日時点において，資産●●●●円，負債●●●●円で，●●●●円の実質債務超過に陥っており，特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（以下「特定調停法」という。）第２条の「金銭債務を負っている者であって」「債務超過に陥るおそれのある法人」に該当する。
(2) 上記原因が生じた理由
　　
２　債務の種類及び金額
添付書類３の関係権利者一覧表のとおり，金融機関に対し，金融債務を負っている。
３　経済的合理性
　　主たる債務者が，優先債権（公租公課，労働債権）及び一般商取引債権等の弁済を行ったとしても，破産手続による配当よりも多くの回収を得られる見込みがあるなど，対象債権者にとって経済的な合理性が期待できる。
保証人についても，将来の清算時の回収見込額に比べ，現時点の任意清算の弁済計画案の方が優先債権（公租公課，労働債権）及び一般商取引債権等の弁済を行ったとしても，相手方である債権者の回収見込額が多く，対象債権者にとって経済的な合理性が期待できる（添付書類４，５）。

４　金融機関及び労働組合等との事前協議状況
　　添付書類７の経過報告書のとおりである。
５　保証人の同時申立ての有無

添付書類
１　訴訟委任状
２　資格証明書

３　関係権利者一覧表
４　財産目録及び収支計算書
５　清算型弁済計画案
６　調停条項案
７　経過報告書
書式１








�　保証人の債権者と主たる債務者である事業者の債権者が全て同一であるときは，１通の申立書での申立てが可能です。保証人についての申立書の記載事項は，「経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の手法としての特定調停スキーム利用の手引」の書式３を参照ください。なお，同一の申立書でなくても，同時申立ての際には，並行して審理することが望ましいことから，関連事件がある旨を記載することが必要です。






